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平成２９年２月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２６年（ワ）第８１３４号 特許権侵害に基づく損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年１０月１３日 

判         決 

     当事者の表示           別紙当事者目録記載のとおり 

主         文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 被告は，原告に対し，１億円及びこれに対する平成２６年４月９日から支払済み

まで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，発明の名称を「累進多焦点レンズ」とする特許第３６１１１５４号

の特許権（以下「本件特許権」といい，同特許権に係る特許を「本件特許」とい

う。また，本件特許の願書に添付した明細書〔ただし，特許庁が訂正２０１５－３

９００６７号事件について平成２７年８月４日にした審決（以下「本件訂正審決」

という。）に係る訂正後のもの〕を図面と併せて「本件明細書」という。）につい

て平成２６年２月２５日までは独占的通常実施権者であり同月２６日からは専用実

施権者である原告が，被告の製造販売に係る別紙物件目録記載１ないし３の各レン

ズ（以下，それぞれ「被告製品１」ないし「被告製品３」といい，これらを併せ

て「被告製品」と総称する。）は，本件明細書の特許請求の範囲（以下「本件特許

請求の範囲」又は「特許請求の範囲」ということがある。）の請求項１に係る発明

（以下「本件発明」という。）の技術的範囲に属し，被告が，平成１６年１０月２

９日から平成２５年５月３１日まで被告製品１を，平成２４年１１月１日から平成

２６年４月２日まで被告製品２を，平成２５年６月１日から平成２６年４月２日ま
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で被告製品３を，それぞれ販売したことにより，原告は，本件特許権に係る上記独

占的通常実施権ないし専用実施権を侵害され，少なくとも合計３億７８００万円の

損害を被った旨主張して，被告に対し，民法７０９条に基づき，損害賠償金の一部

である１億円（この内訳は次の①ないし⑤のとおり）及びこれに対する不法行為の

後である訴状送達の日である平成２６年４月９日から支払済みまでの民法所定年５

分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

① 被告製品１の販売による独占的通常実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償

請求 ７９２５万９２５９円 

② 被告製品２の販売による独占的通常実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償

請求 １２３１万４８１５円 

③ 被告製品２の販売による専用実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償請求 

７４万０７４１円 

④ 被告製品３の販売による独占的通常実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償

請求 ６９４万４４４４円 

⑤ 被告製品３の販売による専用実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償請求 

７４万０７４１円 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨に

より容易に認められる事実） 

 (1) 当事者 

原告及び被告は，いずれも眼鏡レンズの製造・販売等を業とする株式会社である

（弁論の全趣旨）。 

 (2) 本件特許権とその専用実施権等 

ア 株式会社ニコン（以下「ニコン」という。）は，以下の特許権（本件特許

権）を保有している（甲１，２）。 

    特 許 番 号  第３６１１１５４号 

    発 明 の 名 称  累進多焦点レンズ 
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    出   願   日  平成８年１０月１８日 

    出 願 番 号  特願平８－２９７６５５ 

    登   録   日  平成１６年１０月２９日 

イ 原告は，平成１１年１２月１７日，ニコンから，本件特許権について，独占

的通常実施権の許諾を受けた（甲３）。 

ウ 原告は，平成２６年２月２６日，ニコンから，本件特許権について，次の範

囲の専用実施権の設定を受けた（甲１）。 

   地   域   日本全国 

   期   間   本特許権の存続期間満了迄 

   内   容   全部 

 エ 本件特許請求の範囲の請求項１の記載は，次のとおりである（甲２５，３

１）。 

「レンズ屈折面を鼻側領域と耳側領域とに分割する主子午線曲線に沿って，

近景に対応する面屈折力を有する近用視矯正領域と，近景よりも実質的に

離れた特定距離に対応する面屈折力を有する特定視距離矯正領域と，前記

近用視矯正領域と前記特定視距離矯正領域との間において両領域の面屈折

力を連続的に接続する累進領域とを備え，前記近用視矯正領域の中心は，

近用アイポイントから前記主子午線曲線に沿って下方に２ｍｍから８ｍｍ

だけ間隔を隔て，前記近用アイポイントでの屈折力をＫＥとし，前記特定

視距離矯正領域の中心での屈折力をＫＡとし，前記近用視矯正領域の中心

での屈折力をＫＢとし，前記特定視距離矯正領域における明視域の最大幅

をＷＦ （ｍｍ）としたとき， 

０．６＜（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＜０．９  （１） 

ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）  （２） 

の条件を満足することを特徴とする累進多焦点レンズ。」 

 オ 上記請求項１に係る発明（本件発明）は，次のとおり構成要件に分説するこ
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とができる（以下，分説に係る各構成要件を符号に対応して「構成要件Ａ」など

という。）。 

Ａ レンズ屈折面を鼻側領域と耳側領域とに分割する主子午線曲線に沿っ

て，近景に対応する面屈折力を有する近用視矯正領域と，近景よりも実

質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を有する特定視距離矯正領域

と，前記近用視矯正領域と前記特定視距離矯正領域との間において両領

域の面屈折力を連続的に接続する累進領域とを備え， 

Ｂ 前記近用視矯正領域の中心は，近用アイポイントから前記主子午線曲

線に沿って下方に２ｍｍから８ｍｍだけ間隔を隔て， 

Ｃ 前記近用アイポイントでの屈折力をＫＥとし，前記特定視距離矯正領

域の中心での屈折力をＫＡとし，前記近用視矯正領域の中心での屈折力

をＫＢとし，前記特定視距離矯正領域における明視域の最大幅をＷＦ 

（ｍｍ）としたとき， 

０．６＜（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＜０．９  （１） 

ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）  （２） 

の条件を満足する 

Ｄ ことを特徴とする累進多焦点レンズ。 

 (3) 訂正の経緯 

 ア 本件特許請求の範囲の請求項１の記載は，本件訂正審決の確定前は，次のと

おりであった（甲２）。 

「レンズ屈折面を鼻側領域と耳側領域とに分割する主子午線曲線に沿って，

近景に対応する面屈折力を有する近用視矯正領域と，近景よりも実質的に

離れた特定距離に対応する面屈折力を有する特定視距離矯正領域と，前記

近用視矯正領域と前記特定視距離矯正領域との間において両領域の面屈折

力を連続的に接続する累進領域とを備え，前記近用視矯正領域の中心は，

近用アイポイントから前記主子午線曲線に沿って下方に２ｍｍから８ｍｍ
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だけ間隔を隔て，前記近用アイポイントでの屈折力をＫＥとし，前記特定

視距離矯正領域の中心での屈折力をＫＡとし，前記近用視矯正領域の中心

での屈折力をＫＢとしたとき， 

０．６＜（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＜０．９  （１） 

の条件を満足することを特徴とする累進多焦点レンズ。」 

 イ ニコンは，平成２７年６月２２日付けで，本件特許の願書に添付した明細書

（ただし，本件訂正審決に係る訂正前のもの。以下，図面と併せて「訂正前明細

書」という。）の特許請求の範囲の請求項１を前記アから前記 (2)エのとおりに訂

正（構成要件Ｃの「，前記特定視距離矯正領域における明視域の最大幅をＷＦ （ｍ

ｍ）とし」及び「ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ） （２）」という部分を付加する訂

正）し，それに伴い，訂正前明細書の発明の詳細な説明の段落【００１２】の記載

を上記訂正後の請求項１の記載に整合するよう訂正することを内容とする訂正審判

（訂正２０１５－３９００６７号事件）を請求した（甲２４，２５）。 

 ウ 特許庁は，平成２７年８月４日，上記訂正審判事件について，請求のとおり

の訂正（以下「本件訂正」という。）を認める旨の審決をし，これにより本件訂正

が確定した（甲３１）。 

 (4) 被告製品 

 被告製品は，いずれも眼鏡レンズである。 

 被告は，平成１２年頃から平成２５年５月３１日まで被告製品１を製造・販売し

た。また，被告は，平成２４年１１月１日から被告製品２を，平成２５年６月１日

から被告製品３を，それぞれ製造・販売している。（以上につき，甲４ないし６，

弁論の全趣旨） 

 (5) 本件訴訟の経緯 

 原告は，平成２６年４月２日，被告を相手取って，本件訴訟を当庁に提起した。 

 原告は，平成２７年１２月２日付け第１１準備書面において，被告製品１を対象

とする損害賠償請求に係る訴えを取り下げ，同準備書面は同日被告に送達された
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が，被告は，同日，同取下げに異議を述べた。（以上につき，顕著な事実） 

 ３ 争点 

 (1) 被告製品はそれぞれ本件発明の技術的範囲に属するか（争点１） 

 ア 被告製品はそれぞれ構成要件Ａを充足するか（争点１－１） 

 イ 被告製品はそれぞれ構成要件Ｂを充足するか（争点１－２） 

 ウ 被告製品はそれぞれ構成要件Ｃを充足するか（争点１－３） 

 エ 被告製品はそれぞれ構成要件Ｄを充足するか（争点１－４） 

 オ （仮に被告製品が構成要件Ｄを充足しないとしても）被告製品はそれぞれ本

件特許請求の範囲に記載された構成と均等なものとして本件発明の技術的範囲に属

するか（争点１－５） 

 (2) 本件発明についての特許は特許無効審判により無効とされるべきものと認め

られるか（争点２） 

 ア 無効理由１（乙第１号証による新規性欠如）は認められるか（争点２－１） 

 イ 無効理由２（乙第１号証による進歩性欠如）は認められるか（争点２－２） 

 ウ 無効理由３（明確性要件違反）は認められるか（争点２－３） 

 エ 無効理由４（実施可能要件違反）は認められるか（争点２－４） 

 オ 無効理由５（訂正要件違反）は認められるか（争点２－５） 

 (3) 損害額等（争点３） 

 ４ 争点に関する当事者の主張 

(1) 争点１（被告製品は本件発明の技術的範囲に属するか）について 

【原告の主張】 

ア 争点１－１（被告製品は構成要件Ａを充足するか）について 

(ｱ) 被告製品は，いずれも累進屈折力レンズであり，本件発明の「近用視矯正領

域」，「累進領域」及び「特定視距離矯正領域」に相当する各領域を備えている。 

本件発明において，「特定視距離矯正領域」は，「近景よりも実質的に離れた特

定距離に対応する面屈折力を有する」領域と定義されており，「近景よりも実質的
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に離れた特定距離に対応する面屈折力」を有していれば「特定視距離矯正領域」に

該当するというべきである。遠方（近景よりも実質的に離れた距離）について装用

者の老視の度合いに応じて矯正するための領域が設けられているかどうかや処方値

が定められているかどうかは，この要件の該当性とは関係がない（なお，近景に対

応する領域〔近用視矯正領域〕に比べて小さい屈折力が付与される領域において

は，実質的に異なる距離に対応する被写体に対して見え方が矯正されることは明ら

かであるといえる。）。また，本件発明では，特定視距離矯正領域において屈折力

が一定値をとるといったことも要件とはされておらず，遠方視（近景と異なる特定

視距離）の領域において屈折力が幾らか変化していることがあっても，遠用部ない

し特定視距離矯正領域に当たり得ることは，技術常識である。 

被告製品においては，レンズ上方に，別紙「原告の主張する特定視距離矯正領域

（本件上方領域）」の「Lectureのレイアウト」の図における上方の点線円のとおり

「Ａ／Ｂのタイプ識別のための測定円」（以下「本件測定円」という。）が設けら

れているところ，本件測定円の下端より上方の領域（同別紙記載の赤線より上方の

領域。以下「本件上方領域」という。）は，近用度数測定円（同別紙記載の図にお

ける下方の破線円）での度数より小さい度数を有することが明らかであり，近用視

矯正領域と（実質的にも）異なる屈折力を有する領域であるから，「近景よりも実

質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を有する」領域として，「特定視距離矯

正領域」に該当する。 

(ｲ) 他方，被告製品がレンズ下方において「近用視矯正領域」を備えていること

は明らかであり，同領域と本件上方領域との間において少しずつ度数を変化させた

累進帯を有することも明らかであるから，被告製品は，「近用視矯正領域と特定視

距離矯正領域との間において両領域の面屈折力を連続的に接続する累進領域」を備

えたものといえる。 

なお，被告製品においては，本件測定円の下端を基準として，「特定視距離矯正

領域」と「累進領域」とを区別することは十分に可能である。 
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(ｳ) 本件特許請求の範囲においては，「主子午線曲線」は，①レンズの屈折面を

鼻側領域と耳側領域に分割し，②近用視矯正領域，累進領域及び特定視距離矯正領

域に沿って設けられるものと規定されているところ，被告製品においては，これら

①及び②の要件を満たす曲線を観念することができるから，被告製品が「主子午線

曲線」を備えていることは明らかである。「度数（遠用）測定点」が設けられてい

るかどうかは，「主子午線曲線」の要件該当性とは無関係であるし，「主子午線曲

線」について，「遠用中心と近用中心とを通る断面と物体側レンズ面との交線から

なる中心線」に限定して解釈すべき理由はない。 

(ｴ) したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ａを充足する。 

イ 争点１－２（被告製品は構成要件Ｂを充足するか）について 

被告製品における度数（近用）測定点は，「近用視矯正領域の中心」に該当し，

被告製品１及び被告製品３におけるアイポイント及び被告製品２におけるフィッ

ティングポイントは，いずれも「近用アイポイント」に該当する。そして，被告製

品において，度数（近用）測定点は，いずれも近用アイポイントから下方に８ｍｍ

だけ間隔を隔てている。 

したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｂを充足する。 

ウ 争点１－３（被告製品は構成要件Ｃを充足するか）について 

(ｱ) 本件明細書の段落【００１６】【００２８】等に照らすと，「特定視距離矯

正領域の中心」とは，「特定視部の測定基準点とされる点」を意味しており，「特

定視距離矯正領域の中心」（特定中心）及び「近用視矯正領域の中心」（近用中

心）は，眼鏡レンズの「加入度」を定めるための基準点であるところ，被告製品に

おいては，本件測定円及び近用度数測定円が，加入度を定義するための円として定

められている。そして，本件測定円を用いてタイプ識別をするに当たっては，本件

測定円の中心がレンズメータの開口部の中心と一致するようにレンズメータを当て

るのが通常であるから，本件測定円の中心が，特定視部（特定視距離矯正領域）の

測定基準点，すなわち「特定視距離矯正領域の中心」に該当するというべきであ
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る。 

(ｲ) 被告製品１の度数分布については，（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＝０．７１

７であるから，被告製品１は，条件式（１）を満足する。 

被告製品２の度数分布については，（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＝０．７１６

であるから，被告製品２は，条件式（１）を満足する。 

被告製品３の度数分布については，（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＝０．７２４

であるから，被告製品３は，条件式（１）を満足する。 

(ｳ) 本件明細書の段落【０００４】【００２６】【００３３】等に照らすと，本

件発明における「明視域」とは，「非点隔差が０．５ディオプター以下の範囲」と

定義されているところ，この「非点隔差」は，「面非点隔差」ではなく「透過非点

隔差」を指す（面ではなく，レンズを透過した光線の収束位置における像のずれを

示すものであり，物体側の面のみの性能を評価したものではなく，眼球側の面をも

考慮した性能〔透過による性能〕を評価したものである。）と解される。すなわ

ち，構成要件Ｃの「明視域の最大幅」は，透過非点隔差（眼球側の面及び物体側の

面の三次元形状に基づいて求められた透過屈折力から算出された非点隔差）に基づ

いて定められると解される。そして，本件明細書の【図４】や技術常識に照らす

と，①眼と物体との距離については，近用視距離が０．５ｍ，特定視距離が無限遠

であること，②眼球とレンズ面との距離は１２ｍｍであり，眼球とレンズ面との角

度（前傾角）は０度であること，③幅を特定するための基準となる面は，累進面で

ある物体側の面（外面）であることを前提に，明視域の最大幅を求めるべきであ

る。 

以上を前提に算定すると，被告製品２の特定視距離矯正領域における明視域の最

大幅ＷＦは３６ｍｍであり，５０／（ＫＢ －ＫＡ ）の値３２．３より大きいから，

条件式（２）を満足する。 

また，被告製品３の特定視距離矯正領域における明視域の最大幅ＷＦは３８ｍｍ

であり，５０／（ＫＢ －ＫＡ ）の値３４．４より大きいから，条件式（２）を満足
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する。 

(ｴ) 以上によれば，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｃを充足する。 

エ 争点１－４（被告製品は構成要件Ｄを充足するか）について 

被告製品は，いずれも累進屈折力レンズであるところ，これは累進多焦点レンズ

に該当する。被告は，「処方度数」を根拠に，被告製品が「単焦点レンズ」であり

「多焦点レンズ」ではない旨主張するが，「処方度数」が複数の基準点において保

証されているかどうかは，本件発明の構成要件とは何ら無関係である。なお，被告

のウェブサイト「ＨＯＹＡのメガネレンズの歴史」（甲２１）においては，被告製

品１及び被告製品２は，「多焦点メガネレンズ」に分類されている。 

したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｄを充足する。 

オ 争点１－５（被告製品は本件発明と均等であるか）について 

仮に，被告製品が累進レンズとしての単焦点レンズに該当するとしても，次のと

おり，被告製品は，いずれも本件発明と均等なものとして本件発明の技術的範囲に

属する。 

 (ｱ) 均等の第１要件（非本質的部分）について 

本件発明の目的及び効果に鑑みれば，本件発明の特徴的部分は，眼鏡レンズにお

いて，「近用アイポイントを近用中心から主子午線曲線に沿って上方に２ｍｍから

８ｍｍの距離に設定するとともに，条件式（１）を満足するように設定する」こと

にある。当該眼鏡レンズが累進領域を有する，すなわち焦点距離が異なる複数の領

域を有している限り，それが「累進多焦点レンズ」に分類されるか「単焦点レン

ズ」に分類されるかは，上記特徴的部分とは関係がなく，本件発明の本質的部分で

はない。 

したがって，被告製品は，いずれも均等の第１要件を充足する。 

 (ｲ) 均等の第２要件（置換可能性）について 

 本件発明の「累進多焦点レンズ」を「累進部を有する単焦点レンズ」に置き換え

たとしても，「近用アイポイントから近用部にかけて発生する収差が比較的小さ
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く，良好な視覚特性が得られる」という本件発明の目的を達することができ，同一

の作用効果を奏するものである。 

 したがって，被告製品は，いずれも均等の第２要件を充足する。 

 (ｳ) 均等の第３要件（置換容易性）について 

 上記(ｲ)のように置き換えることは，当業者が，被告製品の製造等の時点におい

て容易に想到することができたものである。 

 したがって，被告製品は，いずれも均等の第３要件を充足する。 

 (ｴ) 均等の第４要件（公知技術等）について 

 被告が援用する「ベルーナ・ウノＨＸ／ベルーナ・ウノ」（乙５）には，

「フィッティングポイント」での屈折力の値が示されておらず，本件発明の条件式

（１）を満たしているとの立証はないし，条件式（２）を満たしていることの立証

もない。したがって，この技術からの容易推考性により被告製品が均等の第４要件

を充足しないとする被告の主張は失当である。 

 (ｵ) 均等の第５要件（意識的除外等）について 

本件特許の出願手続において，「累進部を有する単焦点レンズ」が特許請求の範

囲から意識的に除外されたことを示す証拠はない。したがって，被告製品が均等の

第５要件を充足しないとする被告の主張は失当である。 

【被告の主張】 

ア 争点１－１（被告製品は構成要件Ａを充足するか）について 

(ｱ) 本件明細書の段落【００１６】に照らすと，「特定視距離矯正領域」とは，

装用者の老視の度合いに応じて矯正される領域であって，近景よりも実質的に離れ

た特定距離に対応する面屈折力を有する領域をいうものと定義付けられており，装

用者の老視の度合いに応じて「矯正」されることを前提として用いられる語であ

る。そもそもメガネレンズは，単なる光学レンズとは異なり，視力矯正という機能

を必須とするものであるところ，「矯正」という以上，眼鏡装用者の度数に応じた

処方値が必要となり，処方度数を設けることが可能となるようなレンズの構成を備
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える必要があることは当然の事であるし，「矯正領域」という以上，１点のみでた

またま焦点距離が合うだけでは安定した視力が得られないから，特定の度数である

屈折力が一定である領域が確保されている必要がある。しかも，本件発明において

は，「特定視距離矯正領域」は，屈折力が連続的に変化する「累進領域」と明確に

区分されているところ，仮に「特定視距離矯正領域」において屈折力が一定でなく

てもよいとするならば，「特定視距離矯正領域」と「累進領域」とを区分する境界

が不明となってしまう。 

被告製品においては，近用度数測定位置より上方には屈折力が変化し続ける領域

（累進領域）しかなく，近景よりも実質的に離れた特定距離について，特定の度数

（処方値）である屈折力が一定の領域は確保されておらず，眼鏡装着者の視力に応

じて「矯正」するような領域は一切備えていない。 

原告は，本件上方領域が被告製品における「特定視距離矯正領域」である旨主張

するが，本件測定円は，累進部の変化の割合を異ならせた２種類の被告製品（Ａタ

イプとＢタイプ）のいずれのタイプかを識別するために眼鏡店が便宜的にレンズ

メータを当てる箇所（タイプ識別円）にすぎず，「特定視距離矯正領域」とは関係

がない。本件上方領域は，屈折力が変化している累進領域であるし，また，本件測

定円の中心は近用アイポイントから上方２０ｍｍの位置にあるところ，これでは近

用アイポイントからの距離が長くなりすぎ，本件測定円が眼鏡フレームの枠ぎりぎ

りの位置又はその外側の位置になってしまうから，本件発明の「特定視距離矯正領

域」としては極めて不適当な位置というほかない。したがって，本件上方領域は，

「特定視距離矯正領域」にはなり得ない。 

以上によれば，被告製品が「特定視距離矯正領域」を備えているということはで

きない。 

(ｲ) 被告製品は，いずれも度数（近用）測定点のみにおいて処方度数を設定して

いる単焦点レンズであり，近用度数測定円から上方に行くに従い，近用度数を漸減

させているにすぎない。したがって，被告製品は，「近用視矯正領域」と，近用視
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矯正領域から上方に向けて面屈折力が徐々に変化する一種の「累進領域」を備えて

いるとはいえるとしても，上記(ｱ)のとおり「特定視距離矯正領域」を備えていな

いから，被告製品の「累進領域」は，「近用視矯正領域と特定視距離矯正領域との

間において両領域の面屈折力を連続的に接続する」ものではない。 

(ｳ) さらに，本件明細書の段落【０００６】に照らすと，「主子午線曲線」と

は，「遠用中心と近用中心とを通る断面と物体側レンズ面との交線からなる中心

線」を意味すると解されるところ，被告製品は，「遠用中心」を備えていないか

ら，「主子午線曲線」を備えてはいない。 

(ｴ) したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ａを充足しない。 

イ 争点１－２（被告製品は構成要件Ｂを充足するか）について 

被告製品は，いずれも前記ア (ｳ)のとおり「主子午線曲線」を備えていないか

ら，「主子午線曲線」に「沿って」下方に２ｍｍから８ｍｍだけ間隔を隔てること

は不可能である。 

したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｂを充足しない。 

ウ 争点１－３（被告製品は構成要件Ｃを充足するか）について 

(ｱ) 被告製品は，いずれも「特定視距離矯正領域」を備えていないから，「特定

視距離矯正領域の中心」は存在しない。したがって，被告製品については，「特定

視距離矯正領域の中心での屈折力」である「ＫＡ」も存在し得ない。 

このように「ＫＡ」が存在しないため，被告製品が条件式（１）や条件式（２）

を満たすこともない。 

(ｲ) 被告製品１については，条件式（２）を満たすことの主張立証が全く欠けて

いる。 

他方，被告製品２及び被告製品３については，原告は，「特定視距離矯正領域に

おける明視域の最大幅ＷＦ」を透過非点隔差により定義して算定しているが，条件

式（２）の右辺にある「ＫＡ 」及び「ＫＢ 」は「面屈折力」であるにもかかわら

ず，どうして左辺の「ＷＦ」の値だけが「面非点隔差」ではなく「透過非点隔差」
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の数値となるのか疑問である。のみならず，「ＷＦ」は，透過非点隔差により定義

しようとすると，①眼と物体との距離及び位置関係，②眼球とレンズ面との距離及

び角度，③幅を特定するための基準となる面といった多様な要素により変化する

（上記①によって光線の透過条件が変わり，上記②によって光線の収束条件が変わ

るため，非点隔差が変化するし，上記③については，表面，裏面及び参照球面のい

ずれを基準とするかによって３通りの幅があり得る。）ため，一義的には定まらな

い。また，原告は，上記①につき，特定視距離として無限遠を設定しているが，そ

のような条件は，被告製品のような近近レンズには適さない。さらに，仮に，被告

製品の透過非点隔差が０．０～０．５Ｄの領域を「特定視距離矯正領域における明

視域」と見立てたとしても，(a) 近近レンズに適した５５ｃｍ～３０ｃｍの範囲で

見る，及び (b) 本件測定円における近用視矯正領域との屈折力の差１．５Ｄを加

入度とみなす，という条件で算定すると，被告製品２のＷＦは，凸面座標では２

０．１ｍｍ，参照球面座標では１４．１ｍｍであり，被告製品３のＷＦは，凸面座

標では３１．１ｍｍ，参照球面座標では２２．５ｍｍであって，いずれも５０／

（ＫＢ －ＫＡ ）の値３３．３ｍｍより小さいから，条件式（２）を満足しない。 

(ｳ) したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｃを充足しない。 

エ 争点１－４（被告製品は構成要件Ｄを充足するか）について 

「累進多焦点レンズ」にいう「焦点」は光束が収束することを前提とし，屈折力

が連続的に変化すると光束が収束しようがないところ，「多焦点レンズ」とは，眼

鏡装着者の視力に合わせた処方度数を複数の基準点において保証しているものを指

し，少なくとも，一定の屈折力を有する遠方視領域と一定の屈折力を有する近方視

領域とを有するものである必要があると解される。 

被告製品は，いずれも近用の度数（１つの度数）しか処方度数を保証しておら

ず，遠方視領域においては一定の屈折力を有せず「累進領域」しかないから，「単

焦点レンズ」であり，「多焦点レンズ」ではない。すなわち，被告製品は，「累進

屈折力レンズ」（屈折力が連続的に変化するレンズ。なお，被告製品は「近近レン
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ズ」なので，「近近累進屈折力レンズ」といえる。）ではあるが「単焦点レン

ズ」，すなわち「累進単焦点レンズ」であって，「累進多焦点レンズ」ではない。

なお，被告のウェブサイト（甲２１）中の被告製品１及び被告製品２の分類に関す

る記載は単なる誤記である。 

したがって，被告製品は，いずれも本件発明の構成要件Ｄを充足しない。 

オ 争点１－５（被告製品は本件発明と均等であるか）について 

次のとおり，被告製品は，本件発明と均等なものとは認められない。 

(ｱ) 均等の第１要件（非本質的部分）について 

 「単焦点レンズ」は「累進多焦点レンズ」とは本質的に相違するのであって，こ

の点は，本件発明の本質的部分というべきである。したがって，被告製品は，均等

の第１要件を充足しない。 

(ｲ) 均等の第２要件（置換可能性）について 

 「単焦点レンズ」である被告製品においては，「累進多焦点レンズ」に特有の課

題（本件明細書の段落【００１０】）が生じないことから，その課題を解決すると

いうこともあり得ない。したがって，被告製品は，本件発明と同一の効果を奏しよ

うがなく，均等の第２要件を充足しない。 

(ｳ) 均等の第３要件（置換容易性）について 

 「累進多焦点レンズ」を「累進部を有する単焦点レンズ」に置き換えることは，

全く異なるタイプの眼鏡にすることであるから，当業者が容易に想到し得たもので

はない。したがって，被告製品は，均等の第３要件を充足しない。 

(ｴ) 均等の第４要件（公知技術等）について 

 東海光学株式会社が平成８年４月から発売していた近用専用レンズ「ベルーナ・

ウノＨＸ／ベルーナ・ウノ」（乙５）は，累進屈折力のある面を有する公知の単焦

点レンズであった。本件特許の出願当時，被告製品の構成は，この公知技術から容

易に推考できたものである。したがって，被告製品は，均等の第４要件を充足しな

い。 
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 (ｵ) 均等の第５要件（意識的除外等）について 

 本件発明は，「累進多焦点レンズ」を当然の前提とした発明であって，「累進部

を有する単焦点レンズ」を特許請求の範囲から意識的に除外して出願をしたもので

ある。このような特段の事情があるから，被告製品は，均等の第５要件を充足しな

い。 

(2) 争点２（本件発明についての特許は無効とされるべきか）について 

【被告の主張】 

ア 争点２－１（無効理由１：乙第１号証による新規性欠如）について 

(ｱ) 乙１発明 

本件特許の出願前に日本国内で頒布された刊行物である特公平６－９０３６８号

公報（乙１。以下「乙１公報」という。）の特許請求の範囲の請求項７には，別紙

「乙１発明」記載のとおりの発明（以下「乙１発明」という。）が記載されてい

る。 

 (ｲ) 本件発明と乙１発明との対比 

ａ 構成要件Ａについて 

乙１発明の「中央基準線」は，本件発明の「主子午線曲線」に相当し，乙１発明

の「中央基準線」上の「遠用中心」，「近用中心」及び「アイポイント」は，それ

ぞれ本件発明の「特定視距離矯正領域の中心」，「近用視矯正領域の中心」及び

「近用アイポイント」に相当する。また，乙１発明の所定の加入度が付加される

「遠用中心及び近用中心の間」は，本件発明の「累進領域」に相当する。したがっ

て，乙１発明には，本件発明の構成要件Ａの要素が全て開示されている。 

 ｂ 構成要件Ｂについて 

乙１発明では，遠用中心と近用中心の間の中央基準線上での屈折力の勾配Ｇが，

Ｇ≦ＡＤＤ／２０（ディオプトリー／ｍｍ）の関係を満たすものとされており，遠

用中心と近用中心の間の中央基準線上での間隔の下限値が２０ｍｍとなることが前

提とされている。また，乙１発明では，アイポイントが中央基準線上で遠用中心よ
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り近用中心の方向に５ｍｍないし１５ｍｍ離れた位置にくるように枠入加工される

ものとされている。そうすると，遠用中心と近用中心の間の中央基準線上での間隔

を上記下限値の２０ｍｍとし，アイポイントが中央基準線上で遠用中心より近用中

心の方向に１５ｍｍ離れた位置にくるようにしたとき，「近用中心」と「アイポイ

ント」との「中央基準線」上での間隔は５ｍｍとなるから，構成要件Ｂを満たす構

成となる。 

 ｃ 構成要件Ｃについて 

 乙１発明において，前記ｂのとおり，アイポイントが中央基準線上で遠用中心よ

り近用中心の方向に１５ｍｍ離れた位置にくるようにしたとき，アイポイントでの

屈折力をＫＥ，遠用中心での屈折力をＫＡ，近用中心での屈折力をＫＢとすると， 

ＫＥ＝ＫＡ＋ＡＤＤ×１５ｍｍ／２０ｍｍ＝ＫＡ＋０．７５ＡＤＤ 

ＫＢ＝ＫＡ＋ＡＤＤ×２０ｍｍ／２０ｍｍ＝ＫＡ＋１．００ＡＤＤ 

となる。そうすると， 

（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＝０．７５ＡＤＤ／１．００ＡＤＤ＝０．７５ 

となるから，構成要件Ｃの条件式（１）を満たす。 

 また，乙１公報において開示されている加入度の範囲である０．５Ｄ～３．５Ｄ

のうち，例えば加入度２Ｄを選択すると，ＫＢ－ＫＡ＝２Ｄであるから，ＷＦ ≧５０

／（ＫＢ －ＫＡ ）＝２５ｍｍとなり，乙１発明の「５≦Ｗ≦３０（ｍｍ）」と一致

する。すなわち，乙１発明は，加入度２Ｄのとき，本件発明の条件式（２）を満た

す「ＷＦ 」の幅の明視域を備えることになる。また，仮に，構成要件Ｃの「明視

域」を「透過非点隔差」に基づくものとし，非点隔差の分布を凸面座標又は参照球

面座標において捉えるものとしたときにおいても，乙１発明について，設計変更程

度の僅かな修正を加えるだけで，極めて容易に条件式（２）を満たすものにするこ

とができる。 

したがって，乙１発明には，構成要件Ｃの要素が開示されているといえる。 

 ｄ 構成要件Ｄについて 
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 乙１発明は，「累進多焦点レンズ」であるから，構成要件Ｄを満たす。 

(ｳ) 小括 

以上によれば，本件発明は，乙１発明と同一であり，あるいは設計変更程度の相

違点しかなく実質的に同一であって，新規性を欠く。したがって，本件発明につい

ての特許は，特許法２９条１項３号（平成１１年法律第４１号による改正前のも

の。以下同じ。）の規定に違反してされたものであり，特許無効審判により無効と

されるべきものである。 

イ 争点２－２（無効理由２：乙第１号証による進歩性欠如）について 

前記ア(ｲ)で指摘した点などに照らすと，乙１発明における「アイポイント」の

位置を「近用アイポイント」として用いること，または「近用中心」により近付け

て「近用アイポイント」として用いることは，当業者において容易になし得たこと

である。また，条件式（１）の数値範囲を導くことは容易に想到し得たことであ

る。 

そして，条件式（２）は，加入度（ＫＢ －ＫＡ ）が小さい値であれば明視域が広

く，加入度が大きい値であれば明視域が狭くなるという技術常識を示しているにす

ぎず，同式中の「５０」という数値も，一般的な設計に使用される明視域の幅から

推定されるような値を意味しているにすぎない。したがって，乙１発明に単なる技

術常識を付加することにより，当業者は，本件発明の構成を容易に想到し得たもの

である。 

以上によれば，本件発明は，本件特許の出願当時，当業者が乙１発明に基づいて

容易に発明をすることができたものであって，進歩性を欠く。したがって，本件発

明についての特許は，特許法２９条２項の規定に違反してされたものであり，特許

無効審判により無効とされるべきものである。 

ウ 争点２－３（無効理由３：明確性要件違反）について 

(ｱ) 本件明細書の段落【００２２】においては，「特定視部における明視域」を

確保するための「ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）」という条件式（２）は，「近用部
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における明視域」を確保するための「ＷＮ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）」という条件式

（３）と共に満たして初めて本件発明の技術的な効果を奏する密接な関係を有する

関係式である。それにもかかわらず，条件式（２）のみを取り出した本件発明は，

特定視部における明視域のみを確保することの技術的意義が明らかでない点で，不

明確といわざるを得ない。 

(ｲ) また，前記(1)【被告の主張】ウ(ｲ)のとおり，条件式（２）の「ＷＦ」の値

が，原告の主張する透過非点隔差（透過屈折力から算出された非点隔差）に基づく

値であるとすると，その値を求めるためには，①眼と物体との距離及び位置関係，

②眼球とレンズ面との距離及び角度，③幅を特定するための基準となる面などの条

件が定まっている必要がある。それにもかかわらず，本件明細書の発明の詳細な説

明にこれらの条件についての定義はないから，上記「ＷＦ」は，条件次第で異なる

値となって，一義的に特定できず，発明が不明確であるといわざるを得ない。 

(ｳ) 以上のとおり，本件発明についての特許は，特許法３６条６項２号の規定に

違反してされたものであり，特許無効審判により無効とされるべきものである。 

エ 争点２－４（無効理由４：実施可能要件違反）について 

前記ウ(ｲ)のとおり，条件式（２）の「ＷＦ」の値が，原告の主張する透過非点隔

差に基づく値であるとすると，本件明細書の発明の詳細な説明には，①眼と物体と

の距離及び位置関係，②眼球とレンズ面との距離及び角度，③幅を特定するための

基準となる面といった条件が明確に記載されていないことから，当業者は，どのよ

うにして「ＷＦ」の値を定めればよいのかが分からず，発明を実施することができ

ない。 

したがって，本件発明についての特許は，特許法３６条４項（平成１４年法律第

２４号による改正前のもの。以下同じ。）の規定に違反してされたものであり，特

許無効審判により無効とされるべきものである。 

オ 争点２－５（無効理由５：訂正要件違反）について 

訂正前明細書の段落【００１６】【００２２】によると，本件発明は，遠用部の
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明視域をある程度犠牲にしても，近用作業時の装用感を最重視し，明視域の広い近

用部を確保しつつ，中間部の明視域はある程度確保する発明であるところ，特定視

部における明視域の最大幅に関する「ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）」という条件式

（２）は，近用部における明視域の最大幅に関する「ＷＮ ≧５０／（ＫＢ －Ｋ

Ａ ）」という条件式（３）と共に満たして初めて本件発明の技術的な効果を奏する

密接な関係を有する関係式である。そうすると，条件式（２）のみを取り出した本

件訂正は，訂正前明細書に記載のない事項に係るものとして，特許法１２６条５項

に違反する。また，条件式（２）のみを取り出した本件訂正は，前記ウ(ｱ)のとお

り，その技術的意義が不明確であり，明確性要件（同法３６条６項２号）を満たさ

ないから，独立して特許を受けることができない発明に係るものとして，同法１２

６条７項に違反する。 

したがって，本件訂正は，訂正要件に違反してされたものであり，本件発明につ

いての特許は，特許無効審判により無効とされるべきものである。 

【原告の主張】 

ア 争点２－１（無効理由１：乙第１号証による新規性欠如）について 

(ｱ) 本件発明と乙１発明とは，次の各点で相違している。 

ａ 構成要件Ｂについて 

乙１発明における「アイポイント」とは，遠用中心又はその近傍に設定される点

であり，遠用アイポイントを意味するものであるから，本件発明の「近用アイポイ

ント」に相当するものではない。そうすると，乙１発明には，本件発明の「近用ア

イポイント」が開示されていない。 

また，乙１発明には，アイポイントを近用中心側に設けるという技術思想は開示

されていない。 

したがって，乙１発明には，本件発明の構成要件Ｂに相当する構成が開示されて

いない。 

ｂ 構成要件Ｃについて 
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乙１発明には，条件式（２）に係る構成は開示されていない。 

(ｲ) 以上によれば，本件発明は，乙１発明と同一ではなく，新規性を有する。し

たがって，本件発明についての特許は，特許法２９条１項３号の規定に違反してさ

れたものではなく，無効理由１は成り立たない。 

イ 争点２－２（無効理由２：乙第１号証による進歩性欠如）について 

本件発明は，乙１発明に基づいて当業者が容易に発明をすることができたもので

はない。したがって，本件発明についての特許は，特許法２９条２項の規定に違反

してされたものではなく，無効理由２は成り立たない。 

ウ 争点２－３（無効理由３：明確性要件違反）について 

(ｱ) 条件式（２）は，特定視部における明視域の条件を規定したものであり，近

用部における明視域の条件を規定した条件式（３）とは独立に技術的意義が観念で

きるものであるところ，特定視部において好ましい条件となる点で，その技術的意

義は明確である。 

(ｲ) また，前記(1)【原告の主張】ウ(ｳ)のとおり，①眼と物体との距離及び位置関

係，②眼とレンズとの距離及び角度，③幅を特定するための基準となる面について

は，本件明細書の【図４】や技術常識に照らして，明らかである。 

(ｳ) 以上のとおり，本件発明は，条件式（２）に係る部分を含めて明確であり，

特許法３６条６項２号を満たすから，無効理由３は成り立たない。 

エ 争点２－３（無効理由４：実施可能要件違反）について 

前記ウ(ｲ)のとおりであって，本件明細書の発明の詳細な説明には，当業者が，

条件式（２）の「ＷＦ 」を算定し，本件発明の実施をすることができる程度に明確

かつ十分な説明の記載がある。 

したがって，特許法３６条４項に違反するものではなく，無効理由４は成り立た

ない。 

オ 争点２－５（無効理由５：訂正要件違反）について 

訂正前明細書の段落【００２２】には，条件式（２）に係る技術的事項が開示さ
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れている。条件式（２）は，特定視部における明視域の条件を規定したものであ

り，近用部における明視域の条件を規定した条件式（３）とは独立に技術的意義が

観念できるものである。 

また，訂正前明細書の上記段落には，条件式（２）及び条件式（３）の両条件を

同時に満足しない場合は好ましくない旨が記載されているが，これは，いずれかの

条件を満足していれば好ましいことを意味している。そうすると，条件式（２）

は，特定視部において好ましい条件となる点で，その技術的意義は明確である。 

したがって，本件訂正は，特許法１２６条５項及び同条７項の訂正要件に違反せ

ず，無効理由５は成り立たない。 

(3) 争点３（損害額等）について 

【原告の主張】 

ア(ｱ) 被告は，本件特許の登録日である平成１６年１０月２９日から平成２５年

５月３１日まで被告製品１を販売した。その売上高は少なくとも８億５６００万円

である。 

(ｲ) 被告は，平成２４年１１月１日から平成２６年４月２日まで被告製品２を販

売した。その売上高は，平成２４年１１月１日から平成２６年２月２５日までの期

間については少なくとも１億３３００万円であり，同月２６日から平成２６年４月

２日までの期間については少なくとも８００万円である。 

(ｳ) 被告は，平成２５年６月１日から平成２６年４月２日まで被告製品３を販売

した。その売上高は，平成２５年６月１日から平成２６年２月２５日までの期間に

ついては少なくとも７５００万円であり，同月２６日から平成２６年４月２日まで

の期間については少なくとも８００万円である。 

イ 被告は，原告の本件特許に係る独占的通常実施権ないし専用実施権を侵害す

る被告製品の販売行為によって利益を得たが，その利益率は，３５％を下らない。 

原告の専用実施権侵害による損害については，特許法１０２条２項が適用され，

独占的通常実施権侵害による損害については同項が類推適用される（大阪地裁平成
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１８年（ワ）第６５３６号同１９年１１月１９日判決参照）から，被告が受けた上

記利益の額が，原告が独占的通常実施権者ないし専用実施権者として受けた損害の

額と推定される（なお，独占的通常実施権の侵害については，過失の推定に関する

同法１０３条も類推適用される〔東京地裁平成６年（ワ）第９１３８号同１０年５

月２９日判決参照〕。）。 

ウ 以上によると，原告が前記ア(ｱ)の被告製品１の販売で独占的通常実施権を

侵害されたことによる損害は２億９９６０万円（＝８億５６００万円×３５％）で

あり，前記ア(ｲ)の被告製品２の販売で独占的通常実施権を侵害されたことによる

損害は４６５５万円（＝１億３３００万円×３５％），専用実施権を侵害されたこ

とによる損害は２８０万円（＝８００万円×３５％）であり，前記ア (ｳ)の被告製

品３の販売で独占的通常実施権を侵害されたことによる損害は２６２５万円（＝７

５００万円×３５％），専用実施権を侵害されたことによる損害は２８０万円（＝

８００万円×３５％）である。 

【被告の主張】 

争う。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

前記前提事実に掲記の証拠及び弁論の全趣旨を総合すると，次の事実が認められ

る。 

(1) 本件明細書の記載 

本件明細書には，次の各記載がある（発明の詳細な説明の段落番号を付記する。

なお，引用されている図面は，別紙「願書添付図面」のとおり。）（甲２，２５，

３１）。 

 ア 発明の属する技術分野について 

「本発明は，眼の調節力の補助として使用する累進多焦点レンズに関する。」

（【０００１】） 
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イ 従来の技術について 

「老視の矯正には，単焦点レンズや，バイフォーカルレンズや，累進多焦点レン

ズなどが用いられている。これらのレンズの中でも特に累進多焦点レンズは，

遠方視時と近方視時とで眼鏡の掛け替えや掛け外しを必要としない。」（【０

００２】） 

「累進多焦点レンズは，眼の調節力が衰退して近方視が困難になった場合の調節

力の補助用眼鏡レンズである。一般に，累進多焦点レンズでは，装用時におい

て上方に位置する遠用視矯正領域（以下，「遠用部」という。）と，下方の近

用視矯正領域（以下，「近用部」という。）と，双方の領域の間において連続

的に屈折力が変化する累進領域（以下，「中間部」という。）とを備えてい

る。」（【０００３】） 

「一般に，累進多焦点レンズにおいて，遠用部および近用部において明視域（非

点隔差が０．５ディオプター以下の範囲）を広く確保し，その間を累進領域

（累進帯）で結ぶと，その累進帯の側方領域にレンズ収差が集中するようにな

る。その結果，特に累進帯の側方領域において結像不良（像のボケ）および像

の歪みが発生し，このような領域で視線を振る（移動させる）と装用者には像

の歪みが像の揺れとして知覚され，装用感の悪い不快な感じを抱くことにな

る。」「このような視覚特性の課題を解決するために，公知の累進多焦点レン

ズにおいては様々な観点に基づく設計および評価がなされている。」（【００

０４】【０００５】） 

「以上のような技術背景の中で，特開昭６２－１０６１７号公報に開示された中

近両用の累進多焦点レンズが注目されている。この中近両用累進多焦点レンズ

は，中間視から近方視を重視する設計に基づく累進多焦点レンズであり，遠近

両用累進多焦点レンズと比較して像の揺れや歪みが少なく且つ手元から中間距

離までの視野が比較的広く，特に室内では比較的使い易い眼鏡レンズであると

いわれている。」（【０００７】） 
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ウ 発明が解決しようとする課題について 

「目の調節力の衰退の度合いが大きくなるにつれて，加入度の大きなレンズを装

用しなければならなくなる。一般に，加入度が大きくなればなるほど，上述の

ような累進多焦点レンズの欠点が顕著になる。すなわち，加入度が大きくなれ

ばなるほど，遠用部および近用部における明視域が狭くなる。その結果，遠用

部および近用部において視線を振って快適な側方視をすることができず，顔全

体を振って側方視をしなければならなくなる。また，加入度が大きくなればな

るほど，遠用部と近用部とを結ぶ累進帯の側方領域におけるレンズ収差が増大

する。その結果，累進帯の側方領域で視線を振ると，像の揺れや歪みが増大す

るとともに装用感がさらに悪化し，装用が困難になってしまうことがある。」

「また，従来の累進多焦点レンズでは，目の調節力の衰退の度合いに関わらず

遠方から近方まで良好に見えるように設定しているため，累進帯が比較的長

い。したがって，レンズを眼鏡フレームに枠入れした状態では，近用視領域が

フレームの最下部に位置することになり，近方視する場合には視線を大きく下

げなければならない。その結果，見づらいばかりでなく，視線を大きく下げる

ことによる眼精疲労を引き起こすことになる。したがって，従来の累進多焦点

レンズでは，たとえばデスクワークのような近方作業をある程度長い時間に

亘って継続することが困難であった。」（【０００８】【０００９】） 

「本発明は，前述の課題に鑑みてなされたものであり，目の調節力の衰退が大き

い人でも長い時間に亘って快適に近方視を継続することができる累進多焦点レ

ンズを提供することを目的とする。」（【００１１】） 

エ 課題を解決するための手段について 

「前記課題を解決するために，本発明においては，レンズ屈折面を鼻側領域と耳

側領域とに分割する主子午線曲線に沿って，近景に対応する面屈折力を有する

近用視矯正領域と，近景よりも実質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を

有する特定視距離矯正領域と，前記近用視矯正領域と前記特定視距離矯正領域
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との間において両領域の面屈折力を連続的に接続する累進領域とを備え，前記

近用視矯正領域の中心は，近用アイポイントから前記主子午線曲線に沿って下

方に２ｍｍから８ｍｍだけ間隔を隔て，前記近用アイポイントでの屈折力をＫ

Ｅとし，前記特定視距離矯正領域の中心での屈折力をＫＡとし，前記近用視矯

正領域の中心での屈折力をＫＢとし，前記特定視距離矯正領域における明視域

の最大幅をＷＦ （ｍｍ）としたとき， 

０．６＜（ＫＥ－ＫＡ）／（ＫＢ－ＫＡ）＜０．９  （１） 

ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）  （２） 

の条件を満足することを特徴とする累進多焦点レンズを提供する。」（【００

１２】） 

「本発明の好ましい態様によれば，前記特定視距離矯正領域における明視域の最

大幅をＷＦ （ｍｍ）とし，前記近用視矯正領域における明視域の最大幅をＷＮ 

（ｍｍ）とし，前記特定視距離矯正領域の中心での屈折力をＫＡ（ディオプ

ター）とし，前記近用視矯正領域の中心での屈折力をＫＢ（ディオプター）と

したとき， 

ＷＦ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）  （２） 

ＷＮ ≧５０／（ＫＢ －ＫＡ ）  （３） 

の条件を満足する。」（【００１３】） 

オ 発明の実施の形態について 

「本発明の累進多焦点レンズでは，遠用部の明視域をある程度犠牲にし，装用者

の老視の度合いに応じて近景よりも実質的に離れた特定距離までの範囲（軽度

の老視であれば遠方までの距離）を矯正している。すなわち，本発明では，近

用作業時の装用感を最重視して，眼球の回旋疲労が少ないような累進帯の長さ

を確保している。また，明視域の広い近用部を確保し，且つ最大非点隔差を減

少させ，中間部における明視域もある程度確保するとともに特定視距離領域を

十分に広くしている。なお，本発明において，近景よりも実質的に離れた特定
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距離に対応する面屈折力を有する特定視距離矯正領域を「特定視部」と呼び，

特定視部の中心すなわち特定中心と近用部の中心すなわち近用中心との距離を

「累進帯の長さ」と呼び，特定中心と近用中心との間で付加される屈折力の増

加量を「加入度」と呼ぶ。」（【００１６】） 

「本発明では，眼鏡レンズとしての装用基準となる近用アイポイントから近用中

心までの距離を小さくしているため，近用アイポイントから近用部にかけて発

生する収差が比較的小さく，良好な視覚特性が得られる。また，視線を大きく

下げることなく中間視から近用視へ移行することができるとともに，近用部に

おいて広い明視域を確保することができる。また，本発明のように，特定中心

を基準とした近用アイポイントでの屈折力増加量（ＫＥ－ＫＡ）を加入度（ＫＢ

－ＫＡ）の６０％～９０％に設定すると，近用アイポイントから近用部に至る

領域の側方領域における非点収差の集中が軽減され，像の揺れや歪みなどが抑

えられ，近用部および中間部において広い明視域を実現することができる。」

（【００１８】） 

「一般に，累進多焦点レンズは眼鏡フレームに合わせて加工されるため，遠用

部，中間部および近用部の各領域，特に周辺部を含む遠用部および近用部の領

域は，フレームの形状によって異なることになる。」（【００２４】） 

「特定視部の中心すなわち特定中心とは，特定視部での所定の表面屈折平均度数

を有する主子午線曲線上の位置であり，実用上は特定視部の測定基準点とされ

る点である。また，近用部の中心すなわち近用中心とは，近用部での所定の表

面屈折平均度数を有する主子午線曲線上の位置であり，実用上は近用部の測定

基準点とされる点である。」（【００２８】） 

「図１は，本発明の実施例にかかる累進多焦点レンズの領域区分の概要を示す図

である。図１に示すように，本実施例の累進多焦点レンズは，装用時において

上方に位置する特定視部Ｆと，下方の近用部Ｎと，双方の領域の間において連

続的に屈折力が変化する中間部Ｐとを備えている。レンズ面の形状に関して
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は，装用状態でレンズ面のほぼ中央を上方から下方にかけて鉛直に走る子午線

に沿った断面と物体側レンズ面との交線すなわち主子午線曲線ＭＭ’がレンズ

の加入度などの仕様を表すための基準線として用いられている。このように対

称設計された累進多焦点レンズでは，特定中心Ａ，近用アイポイントＥ，近用

中心Ｂは，主子午線曲線ＭＭ’上にある。」「このように，図１の累進多焦点

レンズは，主子午線曲線ＭＭ’に沿って，近景に対応する面屈折力を有する近

用部Ｎと，近景よりも実質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を有する特

定視部Ｆと，近用部Ｎと特定視部Ｆとの間において両領域の面屈折力を連続的

に接続する中間部Ｐとを備えている。そして，特定中心Ａよりも上方を特定視

部Ｆ，近用中心Ｂよりも下方を近用部Ｎ，特定中心Ａと近用中心Ｂとの間を中

間部Ｐと考えることができる。累進多焦点レンズの屈折面上では屈折力が連続

的に変化しており各領域を明確に区分することができないが，レンズの構造を

考える上で有効な手段として図１のような領域区分が一般的に採用されてい

る。」（【００２９】【００３０】） 

「図２は，本実施例の累進多焦点レンズの主子午線曲線上の屈折力分布を概略的

に示す図である。図２において，縦軸は累進多焦点レンズの主子午線曲線を，

横軸は主子午線曲線上の屈折度数（単位Ｄ：ディオプター）をそれぞれ示して

いる。図２に示すように，主子午線曲線上の表面屈折力の平均度数は，特定中

心Ａから近用アイポイントＥを経由して近用中心Ｂまで連続的に且つ滑らかに

接続するように構成されている。」（【００３１】） 

「図５は，本実施例の累進多焦点レンズの等非点隔差曲線図であり，図４に示す

設計手法にしたがってレンズの装用状態における性能評価を行った結果を示し

ている。」（【００３３】） 

(2) 眼鏡レンズに関する一般的な文献に記載された用語の説明 

ア 平成６年１０月１０日に近代光学出版社から発行された『近代眼鏡学読本』

（第１３版）では，「屈折異常の矯正」に関し，「屈折異常の眼に適度のメガネ，
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またはコンタクトレンズを装用させて，光学的な力でその眼を正視と等しい屈折状

態にしてやることを，屈折異常の「矯正」といいます。」と記載されている（乙

６）。 

イ 平成１２年１０月１８日に厚生労働大臣により制定され同月３１日に日本規

格協会から発行された「ＪＩＳ Ｔ ７３３０ 眼鏡レンズの用語」には，次の各

説明が記載されている（甲３０）。 

(ｱ) レンズ品種による分類に係る用語とその定義 

ａ 単焦点レンズ  単一の屈折度数をもつように設計されたレンズ。 

ｂ 多焦点レンズ  視覚的に分割された二つ以上の異なる屈折力をもつように

設計されたレンズ。 

ｃ 二重焦点レンズ 一般的に，遠方視及び近方視用の二つの部分をもつ多焦点

レンズ。 

ｄ 三重焦点レンズ 一般的に，遠方視，中間視及び近方視用の三つの部分をも

つ多焦点レンズ。 

ｅ 累進屈折力レンズ レンズの一部又は全体にわたって，屈折力が連続的に変

化する非回転対称面をもつレンズ。 

(ｲ) 「累進屈折力レンズ（progressive-power lens）」という用語についての解説 

以前のＪＩＳでは“累進多焦点レンズ”が正式名称であったが，中間帯には厳密

な意味では焦点が存在しないことから，この規格では英語を忠実に訳して“累進屈

折力レンズ”とした。また，市場での混乱を軽減するために，一般に使われる頻度

が高かった“累進焦点レンズ”及び“累進レンズ”を慣用語として残すことにし

た。 

(3) 被告製品について 

ア 被告製品は，いずれも眼鏡レンズであり，累進屈折力レンズ（前記(2)イ(ｱ)

ｅ）である。被告製品２は，被告製品１の内面についても非球面化したレンズであ

り，それを「True Form（理想の形）」を追求したと被告が説明している製品であ
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る（そのため，被告製品２の商品名には，被告製品１の商品名に「ＴＦ」という文

言が加えられている。）。また，被告製品３は，レンズに「Lecture」を意味する

「Lec」の文字がプリントされており，被告製品１及び被告製品２と同種の製品で

ある。 

被告製品１については，平成１２年６月１５日に発行された雑誌『眼鏡』２００

０年６月号中の被告従業員が執筆した「新しい近方視専用レンズ「Lecture」編」と

題する記事（甲１７）において，「近業に最適な設計を施した，まったく新しい近

用単焦点レンズLectureが誕生いたしました。度数の測定位置が一か所しかありませ

んので「単焦点レンズ」としての分類ですが，単なる球面とは異なる様々な工夫が

凝らされています。」と説明された。そして，平成１７年６月２０日に発行された

『眼鏡学ジャーナル』第８巻第２号中の別の被告従業員が執筆した「ＶＤＴ作業用

累進屈折力レンズの紹介―ＯＡグラス処方の実際―」と題する記事（甲１４）で

は，被告製品１は，読書距離にのみ対応した度数を持つ近用単焦点レンズと比較し

て，近方から中距離にかけての明視域を持った「近近タイプ」であると説明されて

おり，「近近」タイプは「デスクワーク専用」，「中近」タイプは「室内専用」に

対応する旨説明されている。なお，同従業員は，平成１６年３月２６日に発行され

た『視覚の科学』第２５巻第１号中の「レンズ特性とその選択について（その

２）」と題する記事（甲１５）において，「近近累進屈折力レンズ」について，

「遠用領域が全くないので，累進屈折力レンズではなく単焦点レンズとして扱って

いるメーカーもあるが，それらの分類がいずれであっても広く快適な近用部の確保

を主目的とした商品であることに変わりはない。側方や上方の領域にやや遠めの距

離を見る機能をもたせてあり，視野に奥行きを与えているところが一般的な近用単

焦点レンズとの違いである。「パソコン用」「デスクワーク用」「手元専用」と

いった位置付けがなされていることもあり，「近用視野重視」「近用ワイドタイ

プ」と称されることもある。」と解説している。 

また，被告製品２及び被告製品３は，被告の運営するウェブページ等において，
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「デスクワーク専用」のメガネレンズと説明されている。（以上につき，甲５ない

し８，１０，１３ないし１５，１７，２３，弁論の全趣旨） 

イ 本件測定円について 

被告製品は，累進部の屈折力変化の度合いによって「Ａタイプ」と「Ｂタイプ」

とに分かれる。「Ａタイプ」は，「ワイドな視野」，「ワイド感を重視した設計」

として，累進部の屈折力変化が相対的に小さいレンズタイプであり，「Ｂタイプ」

は，「ロングな近方視野」，「奥行きを広げた設計」として，累進部の屈折力変化

が相対的に大きいレンズタイプである。「Ａタイプ」と「Ｂタイプ」のいずれにす

るかは，装用者が選択できるものと説明されている。なお，前記アの『視覚の科

学』の記事（甲１５）では，「近近累進屈折力レンズ」について，「遠用領域がな

いので加入度数は定義し得ないが，視野に奥行きを与える度数変化量は２～３種類

準備されているのが普通である。」と解説されている。 

本件測定円は，「Ａタイプ」と「Ｂタイプ」のいずれであるかを識別するために

眼鏡店が便宜的にレンズメータを当てる箇所であり，本件測定円の下端から近用度

数測定円の上端までの屈折力の差が，「Ａタイプ」では１．００Ｄ，「Ｂタイプ」

では１．５０Ｄとされている。なお，雑誌『眼鏡』の前記記事（甲１７）では，本

件測定円について，「遠用度数測定円とよく似ていますが，遠方視のための領域で

はありません。」と説明されている。（以上につき，甲５，１５，１７，２３，弁

論の全趣旨） 

ウ 被告製品の屈折力の変化具合（度数分布） 

被告製品２の設計基準線上の面平均屈折力変化（度数分布）は，別紙「被告製品

の度数分布」記載１の図のとおりである（乙７）。 

また，被告製品２及び被告製品３の物体側設計面の面平均度数分布は，同別紙記

載２の図のとおりである（乙１５）。 

なお，被告製品２の近用視用の度数測定位置である「度数（近用）測定点」は，

レンズの上方に向けて度数が大きく減少していく直前の箇所に位置している（甲
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９，１０，乙７，１５，２１，弁論の全趣旨）。 

エ 被告製品と眼鏡フレームとの関係 

 被告は，被告製品に付ける眼鏡フレームの縦幅について，３０ｍｍから３５ｍｍ

を推奨しているところ，被告製品を縦幅３０～３５ｍｍの眼鏡フレームに合わせて

加工したとき，被告製品のうち本件測定円の下端より上方の部分は，眼鏡フレーム

から外れ，切り落とされることになる。また，縦幅４０ｍｍのメガネフレームに合

わせて加工したときは，被告製品のうち本件測定円の中心付近より上方の部分は，

眼鏡フレームから外れ，切り落とされることになる（甲７の１，乙２１，弁論の全

趣旨）。 

２ 争点１－１（被告製品は構成要件Ａを充足するか）について 

(1) 被告製品が構成要件Ａにいう「特定視距離矯正領域」を備えているかについ

て検討する。 

ア まず，本件特許請求の範囲中の「特定視距離矯正領域」という文言の意義に

ついて検討するに，この「矯正領域」という文言自体及び前記１(1)の本件明細書

の記載等に照らすと，「特定視距離矯正領域」とは，「近景よりも実質的に離れた

特定距離に対応する一定ないしほぼ一定の面屈折力を視力の矯正にふさわしい位置

及び広がりにおいて有する領域」を意味するものと解される。したがって，眼鏡レ

ンズが「特定視距離矯正領域」を備えているというためには，レンズ中の①視力の

矯正にふさわしい位置（レンズを眼鏡フレームに合わせて加工したときにフレーム

の外側に外れることがないような位置）かつ②ある程度の広がりを持ったエリア

で，③屈折力（面屈折力）が一定ないしほぼ一定の度数であり，かつ④その屈折力

（面屈折力）が近景よりも実質的に離れた特定距離に対応するものである領域を備

えていることを要するというべきである。以下，このように解釈する理由について

詳述する。 

(ｱ) 前記１(2)アの一般的な文献の記載に前記１(1)の本件明細書の記載及び弁論の

全趣旨を総合すると，本件特許請求の範囲にいう「矯正」とは，屈折異常のある眼
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について，眼鏡レンズの装用により光学的に正視と等しい屈折状態にすることを指

すものと解される。この特許請求の範囲の「矯正」という文言に加え，「本発明の

累進多焦点レンズでは，遠用部の明視域をある程度犠牲にし，装用者の老視の度合

いに応じて近景よりも実質的に離れた特定距離までの範囲（軽度の老視であれば遠

方までの距離）を矯正している。」（【００１６】）などといった本件明細書の前

記記載によると，本件発明では，近景よりも実質的に離れた特定距離について「矯

正している」ことが前提となっていることは明らかである。 

(ｲ) そして，一般に，ある距離に対応して視力を「矯正」するためには，レンズ

中に，一定ないしほぼ一定（許容差の範囲内で一定）の屈折力（度数）を有するあ

る程度広がりを持った領域があること（前記②③）が必要になると解される。とい

うのも，仮にレンズの中で屈折力（度数）が連続的に変化し続けると，そこでは，

各点ごとに結ばれる焦点距離が区々となり，光束が収束しない。そうすると，眼球

の動きに伴い視線が多少とも動く以上，対象物が安定して良く見えるように「矯

正」されないと考えられるからである。 

また，視力を「矯正」するためには，上記のような領域が，レンズ中の視力の矯

正にふさわしい位置，具体的には，レンズを眼鏡フレームに合わせて加工したとき

にフレームの外側に外れることがないような位置に存在すること（前記①）が必要

になると解される。このことは，眼鏡の装用による「矯正」という目的に照らして

明らかといえるし，本件明細書の段落【００２４】が，累進多焦点レンズが眼鏡フ

レームに合わせて加工されることを前提に，遠用部の領域がフレームの形状によっ

て影響を受ける旨記述していることからも支持される。 

(ｳ) また，本件特許請求の範囲の記載，なかんずく構成要件Ａに係る記載及び本

件明細書の前記記載を見る限り，「特定視距離矯正領域」は，「累進領域」とは区

別された領域でなければならないことは明らかである。そして，「累進領域」は，

屈折力が連続的に変化する領域であるから，この点でも，「特定視距離矯正領域」

には，屈折力の一定性（少なくとも，累進領域における屈折力の変化とは異なると
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みられる程度にほぼ一定であること）が要請されるというべきである。 

(ｴ) なお，原告は，本件明細書において，構成要件Ａにいう「特定視距離矯正領

域」は「近景よりも実質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を有する」領域

（請求項１，【００１６】）と定義されている旨主張するが，正確には，請求項１

や段落【００１６】においても，「近景よりも実質的に離れた特定距離に対応する

面屈折力を有する特定視距離矯正領域」と表現されているのであって，「矯正」

「領域」という語句が存する以上，これらの語句による意味の限定が加わり得るこ

とは否定できない（すなわち，請求項１や発明の詳細な説明では，「領域Ａ」とか

「第１領域」などといった記号的な用語を使っておらず，「矯正領域」という用語

を選択しているのであるから，その日本語の持つ意味合いをはなから無視すること

はできない。）。そして，「矯正領域」という字義のほか，前記(ｱ)ないし(ｳ)で説

示したところに照らすと，上記の「…対応する面屈折力を有する」という部分も，

眼鏡レンズ内の当該領域を視線が通過する場合に特定距離にある対象物が良く見え

るような視力矯正を可能とする程度に当該領域内で一定ないしほぼ一定の面屈折力

を有するという意味であると解するのが相当である。 

これに対し，原告は，遠方視のための領域においても屈折力は幾らか変化するこ

とがあるものである旨主張し，その証拠として，甲第２９号証（「AMERICAN 

JOURNAL OF OPTOMETRY」と題する外国語文献）及び甲第３７号証（特開平６

－３３７３８１号公報）を提出する。 

しかしながら，「矯正領域」における屈折力の一定性については，必ずしも完全

に一定の数値である必要はなく，許容差の範囲を含めて，視力矯正に支障がない程

度に「ほぼ一定」「おおよそ一定」ということで足りると考えられる。 

そして，原告は，甲第２９号証を提出するに当たり，外国語文献のごく一部にの

み抄訳を付しており，そのごく限られた部分についてしか書証の申出をしていない

とみられるところ，当該部分に記載されたレンズについては「遠方視」と呼ばれて

いるだけで，その遠方視に対応する部分が「矯正」されているといえるかは定かで
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はない（同文献４４２頁の右上の「１９５６」「遠方視において変動を低減」

〔Reduced variation in distant sight〕の図ではなく右下の「１９５８」「安定化され

た遠方視及び近方視」〔Stabilized distant and near sight〕の図のみが，遠方視が矯正

されたものとみる余地がある。）。 

また，甲第３７号証については，確かに，「遠用部」において表面屈折力の平均

度数が「漸次」増加し，「緩やかな度数勾配」を与えることが記載されている

（【請求項３】【００１５】【００１８】【００２６】【００４１】等）。しかし

ながら，同号証の【図３】を見ると，「遠用部」において，「アイポイント」の約

６ｍｍ上方に「遠用中心」があり，その「遠用中心」から上方に１０ｍｍほどの領

域は，度数がおおよそ一定の領域である。遠用部のうち，更に数ｍｍを加えても，

マクロに見て「度数が安定した領域」であるといえる。なお，それより更に上方の

部分は，眼鏡のフレームから外れて切り落とされる可能性が高い部分であるとみら

れる。 

そうすると，原告が援用する上記各書証は，「特定視矯正領域」に関する前示の

解釈を左右するものではないというべきである。 

(ｵ) 以上を総合すると，「特定視距離矯正領域」及び「近用視矯正領域」のよう

な「矯正領域」があるというためには，①レンズ中の「矯正」にふさわしい位置

（レンズを眼鏡フレームに合わせて加工したときにフレームの外側に外れることが

ないような位置）で，かつ②ある程度の広がりを持ったエリアで，③屈折力（面屈

折力）が一定ないしほぼ一定の度数である領域がなければならないと解される。し

たがって，眼鏡レンズが「特定視距離矯正領域」を備えているというためには，近

景よりも実質的に離れた特定距離に対応する面屈折力を有する領域として（換言す

れば，近景に対応する面屈折力を有する近用視矯正領域とは別に）上記①ないし③

に当てはまる領域を備えていることを要するというべきである。結局，構成要件Ａ

の「特定視距離矯正領域」ないし「近景よりも実質的に離れた特定距離に対応する

面屈折力を有する特定視距離矯正領域」とは，「近景よりも実質的に離れた特定距
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離に対応する一定ないしほぼ一定の面屈折力を視力の矯正にふさわしい位置及び広

がりにおいて有する領域」を意味するものと解される。 

 イ 以上の解釈を前提として，被告製品が「特定視距離矯正領域」を備えている

か否かについて検討する。 

(ｱ) 原告は，本件測定円を根拠として，その下端より上方の領域である本件上方

領域が被告製品における「特定視距離矯正領域」に該当する旨主張するが，前記１

(3)イで認定した事実によると，本件測定円は，「Ａタイプ」と「Ｂタイプ」とい

うタイプ識別のための円にすぎず，これは，レンズ内で「矯正」のための領域にな

くても，レンズとしての屈折力の変化の度合いを測定する基準とすることができれ

ばよいものである（上記タイプ識別の目的に合った適当な基準点を２つ取って，そ

の２点間の屈折力の差を測定することができればよい筋合いのものである。）か

ら，「特定視距離矯正領域」とは関係がないとみられる。 

また，前記１(3)エで認定した事実に照らすと，本件上方領域は，レンズを通常

の眼鏡フレームに合わせて加工したときに，その全部ないし大半がフレームの外

側に外れてしまう部分であるとみられるから，前記ア①の視力の「矯正」にふさ

わしい位置ということはできない。 

なお，仮に原告が特定した本件上方領域そのものを「特定視距離矯正領域」と

すると，別紙重ね合わせ図のとおり，（等高線上の）度数が等しい部分どうし

が，下限を示す直線によって，一方は「特定視距離矯正領域」に属し他方は属し

ないものと分断されてしまうとともに，異なる度数の部分が「特定視距離矯正領

域」に属するとされてしまうこととなるが，そのような領域の画し方は，極めて

不合理である。 

したがって，本件上方領域が「特定視距離矯正領域」に該当するということは

できない。 

(ｲ) 前記１(3)ウで認定した事実に照らすと，被告製品における測定基準線上の

度数分布（別紙「被告製品の度数分布」記載１の図参照）について，「近用視矯
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正領域」であることが当事者間で争いがない下方の領域では，屈折力がほぼ一定

であるのに対し，それより上方で，かつ，眼鏡のフレームに収まることが想定さ

れる部分（前記(ｱ)）では，屈折力がかなり変化しているということができる。 

さらに，レンズの縦方向（上下方向）だけでなく横方向（左右方向）の屈折力

の変化についても見ると（別紙「被告製品の度数分布」記載２の図及び乙２３参

照），レンズ上方の領域では，両側方に向けて屈折力が上がる方向で変化してい

る（なお，レンズ下方の領域では，両側方に向けて屈折力が徐々に下がっている

が，この点に関しては，被告は，下方の近用視矯正領域については，横方向〔両

側方〕に若干屈折力を下げていかないと，新聞を読むときなど近景についてわざ

わざ首を動かさなければ見えにくくなる旨説明しており，かかる説明は，証拠

〔甲１５の図１ないし図３，乙１９の【図３】，乙２２の【図２】等〕に照らし

ても合理性があると考えられる。これに対し，レンズ上方の領域において，遠方

の対象物を見えやすくするために，横方向〔両側方〕に屈折力を上げていく理由

は見いだせない。）。 

以上の諸点に照らすと，被告製品について，近用視矯正領域とは別に，①レン

ズ中の「矯正」にふさわしい位置（レンズを眼鏡フレームに合わせて加工したと

きにフレームの外側に外れることがないような位置）で，かつ②ある程度の広が

りを持ったエリアで，③屈折力が一定ないしほぼ一定の度数である領域が存する

と認めるに足りる証拠はないというほかはない。 

ウ 以上によれば，被告製品が「特定視距離矯正領域」（近景よりも実質的に離

れた特定距離に対応する一定ないしほぼ一定の面屈折力を視力の矯正にふさわしい

位置及び広がりにおいて有する領域）を備えていると認めることはできない。 

(2) したがって，被告製品は，いずれも構成要件Ａを充足しない。 

 ３ 争点１－３（被告製品は構成要件Ｃを充足するか）について 

 (1) 「特定視距離矯正領域の中心」を特定できるかについて 

本件明細書の段落【００２８】では，「特定視部の中心すなわち特定中心」すな
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わち「特定視距離矯正領域の中心」は，「特定視部での」「所定の表面屈折平均度

数を有する」「主子午線曲線上の位置」と定義され，「実用上は特定視部の測定基

準点とされる点」であるとされている。 

原告は，本件測定円を根拠として，本件測定円の中心が上記「特定視距離矯正領

域の中心」に該当する旨主張するが，前記１(3)イ，２(1)イ(ｱ)で認定，説示したと

おり，本件測定円は，タイプ識別のための円にすぎず，「特定視距離矯正領域」と

は関係がないのであるから，本件測定円の中心は，「特定視部の測定基準点」とさ

れているものではなく，「特定視部での」点ということもできない。 

そうすると，被告製品においては，「特定視距離矯正領域の中心」を特定するこ

とができず，したがって，「特定視距離矯正領域の中心での屈折力」である「Ｋ

Ａ」を算出することもできない。 

 (2) 条件式（２）を満たすかについて 

ア 被告製品１について 

もとより被告製品１については，原告は，ＷＦの値を算出した主張立証を何らし

ていないから，条件式（２）（「ＷＦ≧５０／（ＫＢ－ＫＡ）」）を満たすとは認め

られないことは明らかである。 

イ 被告製品２及び被告製品３について 

 「ＷＦ」を透過非点隔差によって定義しようとすると，眼と物体との距離及び位

置関係，眼球とレンズ面との距離及び角度，ＷＦを測定する基準となる面が表面か

裏面か参照球面かといった条件により数値が異なり得ることは明らかであるとこ

ろ，本件明細書の記載と技術常識を総合しても，これらの条件が全て一義的に定

まっているとはいい難い。 

ただ，仮にこの点を措いて，特定の条件を設定して被告製品のＷＦを算定すると

しても，原告は，眼と物体との距離（特定視距離）を「無限遠」と条件設定した上

で測定結果を示す証拠（甲３３）を提出しているところ，被告製品のような「近近

タイプ」ないし「デスクワーク専用」の眼鏡レンズ（前記１(3)ア）について，眼
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と物体との距離を無限遠とするのは合理的でない（原告の主張するように本件明細

書の【図４】から全てのレンズについて一律にそのような条件設定をするのは合理

的ではない。）。そうすると，被告製品について，合理的な前提条件の下で条件式

（２）を満たすことを示した証拠はないといわざるを得ない。 

以上によれば，被告製品２及び被告製品３についても，条件式（２）（「ＷＦ≧

５０／（ＫＢ－ＫＡ）」）を満たすとは認められない。 

(3) 以上の次第で，前記(1)及び前記(2)のいずれの観点からしても，被告製品はい

ずれも構成要件Ｃを充足すると認めることができない。 

４ 結論 

以上のとおり，被告製品は，いずれも構成要件Ａ及び構成要件Ｃを充足しないか

ら，その余の構成要件の充足について検討するまでもなく，本件発明の技術的範囲

に属しないことが明らかである。 

よって，その余の争点について判断するまでもなく，原告の請求は，いずれも理

由がないから，これらを棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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（別紙） 

当事者目録 

 

     

            原        告     株 式 会 社 ニ コ ン ・ エ シ ロ ー ル 

            同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士          大 野 聖 二 

            同           小 林 英 了 

            同 訴 訟 代 理 人 弁 理 士     鈴 木  守 
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            同           川 田  篤 
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            同 補 佐 人 弁 理 士          橘 高 英 郎 
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（別紙） 

物件目録 

 

１ 「ニュールックスＬＥＣＴＵＲＥ」という商品名のレンズ 

２ 「ニュールックスレクチュールＴＦ」という商品名のレンズ 

３ 「アリオスデスク」という商品名のレンズ 
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（別紙） 

原告の主張する特定視距離矯正領域（本件上方領域） 

 

 下記の図の赤線より上方の領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［甲１７の第２図（赤線は原告による）］ 
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